
【事業目的】

≪内　容≫

１枚１００円の利用券を１年間に一人当たり２００枚交付

≪対象者≫

自ら運転を行わない在宅者のうち、移動が困難な次のような方

・療育手帳の交付を受けた方

・身体障害者手帳（１級～２級）の交付を受けた方で、車いすを常用している方

・身体障害者手帳の交付を受けた方で、一定の条件に該当する視覚障害者や通院に

　より人工透析を行っている方

・精神障害者保健福祉手帳１級の交付を受けた方

≪協力機関≫

市内に所在する会社

・タクシー（有明、小嵐、島鉄、長崎第一交通、林田観光、平成観光、本多観光）

・介護タクシー(あいあい、あっぷる、おかげ、スマイル福祉、長崎第一交通、林田観光、ほおじろ)

・島原鉄道　・島鉄路線バス

3 款 1 項 1 目 目名称

　重度心身障害者が、タクシーや路線バス・鉄道を利用する際の料金の一部を助成すること
で、障害者の社会活動の範囲を広め、心身障害者の福祉の向上を図ります。

前 年 度 ま で

（単位：千円）

引き続き実施予定

昭和５４年度～事  業  期  間

上記事業概要と同じ

事    業    名
【継続】

518万3

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

重度心身障害者福祉交通機関利用助成事業

113P
5.高齢者や障害者などを思いやる福祉の充実

当初予算書

福祉課

来 年 度 以 降
事
業
計
画

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費 地 方 債

518万3

今   年   度

上記事業概要と同じ

【事業概要】

総 事 業 費

科 目 社会福祉総務費

利用者

協力機関市

移送
利用券による支払

協力依頼・利用実績分支出

協力申出・利用実績分請求

交付 交付申請
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【事業目的】

3 款 1 項 1 目 目名称

　心身障害者に対し医療費の一部を助成することによって、障害者とその家族の経済的、精
神的負担の軽減を図り、福祉の増進を図ります。

前 年 度 ま で

（単位：千円）

引き続き実施予定

昭和４９年度～事  業  期  間

上記事業概要と同じ

事    業    名
【継続】

1億33万8

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

障害者福祉医療費給付事業

115P
5.高齢者や障害者などを思いやる福祉の充実

当初予算書

福祉課

来 年 度 以 降
事
業
計
画

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費

5,000万0

地 方 債

5,033万8

今   年   度

上記事業概要と同じ

【事業概要】

総 事 業 費

科 目 社会福祉総務費

対象者
①身体障害者手帳 １級、２級、３級
②知的障害者療育手帳 A１、A２、B１
③精神障害者保健福祉手帳 １級

一部負担金から入院、通
院とも１日800円（１カ月
1,600円を限度）を控除し
た額の1/2を支給。
※処方箋による調剤薬局
は一部負担金の1/2の額
を支給。

一部負担金から通院の
み１日800円（１カ月1,600
円を限度）を控除した額
を支給。
※処方箋による調剤薬局
は全額支給。

支給対象者が国民健康保険及び医療保険各法の規定によって
医療の給付を受け、その医療に要する費用の一部負担金を支
払った場合において行います。

身体障害者手帳 3級

療育手帳 B1
精神障害者保健福祉

手帳 1級

一部負担金から入院、通

院とも１日800円（１カ月

1,600円を限度）を控除し

た額を支給。
※処方箋による調剤薬局
は全額支給。

身体障害者手帳 1・2

級
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【事業目的】

≪事業主体≫ 島原市

≪事業期間≫ 平成１８年度～

≪事業内容≫ 障害者等の総合的支援を目的に、支援の必要度合いに応じた各種

サービスを提供します。

≪利用者負担≫ 原則１割負担（ただし、所得に応じた負担上限額を設定）

≪負担割合≫ 事業費の負担割合　国１／２、県１／４、市１／４

3 款 1 項 1 目 目名称

（単位：千円）

引き続き実施予定

平成１８年度～事  業  期  間

上記事業概要と同じ

事    業    名
【継続】

128万917億9,295万5

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

障害者自立支援給付事業

115P
5.高齢者や障害者などを思いやる福祉の充実

当初予算書

福祉課

来 年 度 以 降

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費

8億8,214万6 4億4,122万3

地 方 債

4億6,829万7

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度

上記事業概要と同じ

【事業概要】

総 事 業 費

科 目 社会福祉総務費

　障害者総合支援法による自立支援給付事業（介護給付、訓練等給付、自立支援医療、補装
具、地域生活支援事業など）や障害児通所事業を提供し、障害者等の日常生活及び社会生活
を総合的に支援します。

事業の提供体系

障害者

障害児

介護給付
・居宅介護
・療養介護
・生活介護

・短期入所
・施設入所支援 など

補装具
・車イス、補聴器 など

訓練等給付
・自立訓練（機能・生活）
・就労移行支援

・就労継続支援
・グループホーム
・自立生活援助 など

自立支援医療
・更生医療
・育成医療
・療養介護医療

地域生活支援事業
・相談支援
・コミュニケーション支援事業
・地域活動支援センター
・移動支援
・日常生活用具の給付 など

障害児通所事業
・放課後等デイサービス
・児童発達支援
・保育所等訪問支援
・居宅訪問型児童発達支援 など
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【事業目的】

　

　

　

  

 

 

　

　

3 款 1 項 1 目 目名称

生活困窮者からの相談を受け、その抱えている課題に応じた支援が計画的かつ継続的に
行われるよう自立支援計画を策定し、関係機関（ハローワーク等）と連携して、生活
困窮状態から脱却できるよう自立支援計画に基づく就労支援等を行います。
２８年度までは社会福祉協議会へ委託していたが、２９年度からは市が直接行って
います。

離職等により経済的に困窮し、住居を失った又はそのおそれが高い生活困窮者に対し、
就職に向けた活動をすることなどを条件に一定期間、家賃相当額の「住宅確保給付金」
を支給することにより、安定した住居の確保と就労による自立を図ります。

上記事業概要と同じ

【事業概要】

総 事 業 費

科 目 社会福祉総務費

平成２７年４月１日から施行された生活困窮者自立支援法に基づき、「自立相談支援事
業」及び「住宅確保給付金」を実施することにより、生活保護受給者以外の生活困窮者
への支援を抜本的に強化を図ります。

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費

472万9

　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

生活困窮者自立支援事業

119P
5.高齢者や障害者などを思いやる福祉の充実

当初予算書

事    業    名
【継続】

当 初 予 算 額
（単位：千円）

地 方 債

引き続き実施予定

平成２７年度～事  業  期  間

上記事業概要と同じ

631万7 158万8

　◎「住宅確保給付金」

  ◎「自立相談支援事業」

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度

福祉課

来 年 度 以 降

相談窓口（市）
・相談支援員

就労支援員

関係機関
・ハローワーク

・社会福祉協議会 など

生
活
困
窮
者

相談

支援

連携

支援

・自立支援計画の策定

・計画の見直し

・生活困窮状態から脱却後の

フォローアップ

・住宅確保給付金
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【事業目的】

3 款 1 項 2 目 目名称

〈保険加入対象者〉（以下の項目全てに該当する方）
　・島原市に居住し、住民基本台帳に登録されている方
　・在宅生活をしている方
　・認知症高齢者等で「島原市高齢者等SOSおかえりネットワーク」に事前登録されている方

〈保険内容〉
　・保険料：1人当たり1,700円／年（全額市負担）
　・補償金額：上限１億円
　・賠償事例：他人を負傷させた、他人の財物を損壊させた、
　　　　　　　誤って線路に侵入し、電車の遅延損害が発生した　など
［予算額］
　１３６，０００円（1,700円×80人）
　※R2.2.3現在、「島原市高齢者等SOSおかえりネットワーク」登録者のうち約50人が
　　在宅者

前 年 度 ま で

事  業  期  間

上記事業概要と同じ

事    業    名
【新規】

13万6

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

島原市認知症高齢者等個人賠償責任保険事業
（単位：千円）

地 方 債

13万6

121P
5.高齢者や障害者などを思いやる福祉の充実

当初予算書

福祉課

来 年 度 以 降
事
業
計
画

総 事 業 費

国  費 県  費 一 般 財 源そ の 他

今   年   度

令和２年度～

【事業概要】

　　 認知症高齢者等が日常生活における偶然の事故により、法律上の損害賠償責任を負わなければ
   ならない場合、これを補償する損害保険会社の個人賠償責任保険に本市が団体加入（保険料を市
   が負担）することにより、認知症高齢者等及びその家族が地域で安心して生活することができる
   環境整備を図ります。

　島原市が保険契約者となり、被保険者（対象者）の保険料を全額負担します。

引き続き実施予定

科 目 老人福祉費

島原市地域包括
支援センター

（SOSおかえりネッ
トワーク事務局）

島原市
（契約者）

保険会社

保険加入・保険料（掛け金）
の支払い

対象者（被保険者）
認知症高齢者等

保険金の支払い

登録者の
報告

SOSおかえり
ネットワーク
登録

事業の
利用申請
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3 款 1 項 2 目 目名称

【委託料】３００万円

【事業目的】 
　　認知症や知的障害などで判断能力が不十分な人を支援する成年後見制度における利用者
　の相談窓口や周知広報などを行う中核機関の設置・運営業務を委託し、成年後見制度の利
　用促進を図ります。

【事業内容】
　・広報業務（制度の周知・啓発、研修会の開催等）
　・相談業務（相談対応、制度利用の必要性及び緊急性の判断、関係機関との連携）
　・利用促進業務（申し立て支援業務、市民後見人育成）
　・後見人等支援業務（成年後見人等に対する総合支援）

科 目 老人福祉費

総 事 業 費

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度

―

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費 地 方 債

300万0

121P
5.高齢者や障害者などを思いやる福祉の充実

当初予算書

福祉課

来 年 度 以 降

事    業    名
【新規】

300万0

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

成年後見制度利用促進に係る中核機関運営業務委託
（単位：千円）

引き続き実施予定

令和２年度～事  業  期  間

上記事業概要と同じ
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3 款 1 項 2 目 目名称

引き続き実施予定

平成７年度～

前 年 度 ま で 今   年   度

上記事業概要と同じ

事  業  期  間

上記事業概要と同じ

事
業
計
画

事    業    名
【継続】

875万0

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

ねたきり老人等介護見舞金支給事業
（単位：千円）

121P
5.高齢者や障害者などを思いやる福祉の充実

当初予算書

福祉課

来 年 度 以 降

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費 地 方 債

875万0

総 事 業 費

【事業目的】
　　在宅のねたきり老人又は認知症老人を介護する方に対し、ねたきり老人等介護見舞金を
　支給することにより、日頃の労をねぎらうとともに、高齢者の福祉の増進を図ります。

【事業概要】
  ≪内　容≫
　　　　ねたきり老人等１人につき年額５万円を支給します。
　≪対象者≫
　　　　９月１日現在、本市に住所を有する方で、基準日（９月１日）前１年間において
　　　　６か月以上居宅で介護している方（入院、入所期間が６か月以上ある場合は該当
        しません。）

科 目 老人福祉費

②調査・審査・決定
①申請

③支給

市

介護者
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【事業目的】
  高齢者がタクシー・路線バス・鉄道を利用する際の料金の一部を助成することで、

高齢者の社会活動の範囲を広め、自立を支援し、高齢者の福祉の向上に寄与する

とともに地域交通の振興を図ります。

≪内　容≫

1枚100円の利用券を1年間に一人当たり70枚交付します。

利用１回につき500円まで利用できます。

≪対象者≫

島原市に住所を有する人で、次のいずれかの要件を満たす人

①75歳以上で、所得税非課税かつ車を運転しない人、

②65歳以上で、運転免許証を自主返納した人

≪協力機関≫

市内に所在する会社

・タクシー（有明、小嵐、島鉄、長崎第一交通、林田観光、平成観光、本多観光）

・介護タクシー(あいあい、あっぷる、おかげ、スマイル福祉、長崎第一交通、林田観光、ほおじろ)

・島原鉄道　・島鉄路線バス

3 款 1 項 2 目 目名称

（単位：千円）

引き続き実施予定

平成１８年度～事  業  期  間

上記事業概要と同じ

事    業    名
【継続・人口減少対策】

500万02,581万3

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

高齢者福祉交通機関利用助成事業

121P
5.高齢者や障害者などを思いやる福祉の充実

当初予算書

福祉課

来 年 度 以 降

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費 地 方 債

2,081万3

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度

上記事業概要と同じ

【事業概要】

総 事 業 費

科 目 老人福祉費

利用者

協力機関市

③移送
④利用券による支払

⑥協力依頼・利用実績分支出

⑤協力申出・利用実績分請求

②交付 ①交付申請
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【事業目的】

※緊急通報の受付以外にも、毎月２回、安否確認の電話連絡

▼対象者　ひとり暮らし高齢者

　※高齢者夫婦で、一人が寝たきりや介護が必要な世帯や、昼間一人となる

　　世帯等も生活状況を勘案し、利用希望申請に基づき機器を貸与します。

▼利用料　月額３００円

3 款 1 項 2 目 目名称

（単位：千円）

引き続き実施予定

平成１５年度～事  業  期  間

上記事業概要と同じ

事    業    名
【継続】

61万2327万9

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

緊急通報システム

121P
5.高齢者や障害者などを思いやる福祉の充実

当初予算書

福祉課

来 年 度 以 降

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費 地 方 債

266万7

総 事 業 費

前 年 度 ま で

    ひとり暮らし高齢者などが、急病などの際、簡単な操作で緊急であることを知らせる
  ことができるシステムで、高齢者の安全確保と不安解消を図ります。

【事業概要】

事
業
計
画

今   年   度

上記事業概要と同じ

科 目 老人福祉費

利用者 市が委託した業者

あらかじめ登録した

・緊急連絡先

・協力者

消防署

①緊急通報

③確認要請
③必要に応じ、救急車
の出動要請

24時間体制で看護師など

専門スタッフが待機

④救急車出

④援助

②確認・対応
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【事業目的】
  長年社会に貢献してこられた高齢者を敬愛し長寿を祝福します。

≪内　容≫

対象者へ入浴優待券を１人５枚配布し実施期間中の入浴を楽しんでいただきます。

≪対象者≫

基準日の9月1日に満70歳以上の方

≪実施施設≫

「ゆとろぎの湯」、「有明福祉センター美人の湯」

（利用実績）

平成30年度　3,192,460円

平成29年度　3,737,590円

平成28年度　3,676,380円

平成27年度　3,711,000円

平成26年度　4,565,100円

平成25年度　4,146,700円

3 款 1 項 2 目 目名称

【事業概要】

科 目 老人福祉費

総 事 業 費

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度

敬老の日から2か月間
優待券は一人5枚

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費 地 方 債

327万0

123P
5.高齢者や障害者などを思いやる福祉の充実

当初予算書

福祉課

来 年 度 以 降

事    業    名
【継続】

327万0

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

敬老無料入浴サービス
（単位：千円）

引き続き実施予定

平成１８年度～事  業  期  間

敬老の日から2か月間
優待券は一人5枚

市

入浴施設利用者

⑤支払
④請求

②優待券の利用

③入浴施設の利用サービス提供

①優待券配布
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【事業目的】

3 款 1 項 2 目 目名称

引き続き実施予定

平成１８年度～事  業  期  間

上記事業概要と同じ

≪対象者≫
　　　満６５歳以上のねたきり高齢者及びねたきり身体障害者で次のいずれも満たす方
　　　（１）常時おむつを使用している方
　　　（２）前年分（１月から６月までの間に購入した分について申請する場合に
　　　　　　あっては、前々年分）の所得税非課税世帯に属する方
　　　（３）日常生活動作の状況が要綱に定める調査表の該当要件を満たす方

来 年 度 以 降

事    業    名
【継続】

240万0

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

ねたきり高齢者等おむつ費助成事業
（単位：千円）

123P
5.高齢者や障害者などを思いやる福祉の充実

当初予算書

国  費

240万0

【事業概要】

一 般 財 源そ の 他県  費 地 方 債

総 事 業 費

≪内　容≫
　　　購入費の３分の１を助成し、上限を月額５千円とします。

福祉課

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度

上記事業概要と同じ

　  ねたきり高齢者及びねたきり身体障害者の世帯に対し、おむつ代の一部を助成すること
　により、介護にかかる負担を軽減します。

科 目 老人福祉費

市
対
象
者

店
舗
・
業
者

①購入・支払

②納品

③申請

④審査決定

・振込
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【事業目的】

3 款 1 項 8 目 目名称

ます。

有明福祉センター雨漏れ状況

【事業内訳】

・有明福祉センター雨漏り改修工事　　

・バコティンヒーター更新　　　　　　

（単位：千円）

令和２年度事  業  期  間

有明福祉センターの雨漏り改
修工事及び設備の更新

事    業    名
【新規】

1,000万0

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

有明福祉センターの改修工事及び設備更新

127P
5.高齢者や障害者などを思いやる福祉の充実

当初予算書

地 方 債

有明支所

来 年 度 以 降

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費

1,000万0

総 事 業 費（単年度事業）

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度

【事業概要】

科 目

・有明福祉センターのトレーニングルームで雨漏りが発生しており、天井や床にシミが

出来ております。木材の腐食等建物の劣化を防止するため、雨漏り箇所の改修を行う必要

　ヒーターを更新することによって、適温の温泉を効率よく安定して供給することができ

があります。

有明福祉センター管理費

　有明福祉センターの雨漏り改修工事及び設備の更新をすることによって、利用者が快適

に施設を利用できるようにします。

・有明福祉センターの温泉を加温するヒータ－は、真空状態を作り出すことによって、加

温する仕組みになっていますが、経年劣化により真空状態を作り出せず、加温効率が悪く

なっています。

バコティンヒーター
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3 款 2 項 1 目 目名称

引続き実施予定

科 目 児童福祉総務費 こども課

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度 来 年 度 以 降

上記事業概要と同じ 上記事業概要と同じ

事  業  期  間 総 事 業 費

1億1,180万4 4,179万1 2,790万0 4,211万3

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　 （単位：千円）

国  費 県  費 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

4.子育てにやさしいまちづくり
当初予算書

129P

事    業    名
【継続・人口減少対策】

福祉医療費（乳幼児、小中学生、ひとり親等）

【事業目的】
乳幼児、小・中学生、ひとり親家庭等の子育て家庭における経済的負担の軽減を目的

に、医療費の一部を助成し、福祉の増進を図ることで、安心して子育てができる環境づ
くりを目指すとともに、子どもを産み育てやすい環境を整備することで、人口減少の歯
止めを図ります。

※負担割合 県１／２ 市１／２ （小・中学生分は県費補助なし）

①

②

父・母

子

④

（2）給付内容

小中学生

③

乳幼児
　・医療機関に支払った額（保険適用分）から、医療機関ごと、1か月ごとに
　　自己負担額（1日800円、月上限1,600円）を控除した額

　・院外処方の薬代は全額給付（自己負担なし）ひとり親

寡婦等 　・医療機関に支払った額（保険適用分）から、1日1,200円を控除した額（入院のみ）

区　分 内　容

【事業概要】

要　件 助成方法 所得制限

① 　出生から小学校就学前までの者 現物給付 なし

② 　小学校就学から中学校卒業までの者 償還払い なし

父・母
　現に、原則として、18歳未満の子を監護する者、または
　20歳未満の学生を監護する者で配偶者のいない者
　（県費補助対象は70歳未満の者）

償還払い あり

子 　就学前までを除く18歳未満の者または高等学校在学の20歳未満の者 償還払い あり

④ 　60歳～69歳の独居者（扶養されていない者）　※所得税非課税世帯のみ 償還払い あり

（1）対象者等

区　分

乳幼児

小中学生

③ ひとり親

寡婦等

※現物給付 医療機関で受給者証を提示していただくことで、福祉医療費の自己負担額までの支払いで
受診できます。市への支給申請は必要ありません。

※償還払い 医療機関の窓口で医療費をいったん支払い、翌月以降、領収書を添付して市へ申請することで、
後日、助成額を口座へ振り込みます。

36



【事業目的】
乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の人やそれをサポートする人を会員として、

援助を受けたい人（依頼会員）と援助を行いたい人（提供会員）との相互援助活動に

関する連絡、調整を島原市ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ（市こども課）で行うことにより、地域に

おける育児の相互援助活動を推進し、多様なニーズへの対応を図ります。

【対象者】

○児童の預かりの援助を受けたい人（依頼会員）

・市内在住で、生後６か月から小学生までの子どもをお持ちの方

○児童の預かりの援助を行いたい人（提供会員）

・市内在住で、心身ともに健康で子育てに熱意がある方

・原則、自宅で子どもを預かることができる方

・本センターの講習を修了した方

【事業内容】

相互援助活動の内容は、おおむね次に掲げるものとします。

　1.保育施設の保育開始前や保育終了後の子どもの預かり

　2.保育施設までの送迎

　3.放課後児童クラブ終了後の子どもの預かり

　4.学校の放課後の子どもの預かり

　5.冠婚葬祭や他の子どもの学校行事の際の子どもの預かり

　6.買い物等外出の際の子どもの預かり

【預かりの時間】 【利用料金】
 ○原則 ７：００～２２：００ 　    ○７００円～９００円／時間

3 款 2 項 1 目 目名称

4.子育てにやさしいまちづくり
当初予算書

131P

事    業    名
【継続】

ファミリーサポートセンター事業

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　 （単位：千円）

国  費 県  費 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

293万5 72万0 72万0 149万5

事  業  期  間 平成３０年度～ 総 事 業 費

科 目 児童福祉総務費 こども課

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度 来 年 度 以 降

上記事業概要と同じ 上記事業概要と同じ
引き続き実施予定

援　助

依頼会員 提供会員
（育児の援助を受けたい人） （育児の援助を行いたい人）

利用料

会員登録・援助（サポート）の申し込み 　　島原市ファミリーサポート 会員登録

　　センター事務局

 （島原市こども課）
提供会員の紹介 援助の打診
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【事業目的】

【事業及び補助率】

【事業別内訳】

3 款 2 項 1 目 目名称科 目 児童福祉総務費

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費

5,422万2 5,635万7

地 方 債

6,467万8

131P
4.子育てにやさしいまちづくり

当初予算書

　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

子ども・子育て支援事業費補助金

こども課

来 年 度 以 降
事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度

事    業    名
【継続】

1億7,525万7

当 初 予 算 額
（単位：千円）

引き続き実施予定

事  業  期  間

上記事業概要と同じ上記事業概要と同じ

総 事 業 費

　子どもの健やかな成長のために適切な環境が等しく確保されるよう、「島原市子ど
も・子育て支援事業計画」に従い、子ども及びその保護者に必要な地域子ども・子育て
支援事業を総合的かつ計画的に実施します。
　（【根拠法令】子ども・子育て支援法第５９条及び第６１条第１項）

国 県 市

1 延長保育事業

2 放課後児童健全育成事業

3 一時預かり事業

4 地域子育て支援拠点事業

5 病児保育事業（病後児）

6 障害児保育事業 - -

7 発達促進保育事業 - -

補助率
事業名

・私立保育所
・認定こども園
※　認定こども園は、新制度
施行後から対象（H27～）
※2放課後児童健全育成事業
のうち一部事業（母子家庭等
児童助成事業）は県1/2、市
1/2

補助金交付先

1/31/31/3

10/10

国 県 市 国 県 市
14,134 4,711 4,711 4,712 13,539 4,513 4,513 4,513 595

保育所 12,329 13,239 △ 910
認定こども園 1,805 300 1,505

2 70,000 21,910 24,045 24,045 73,652 22,890 25,380 25,382 △ 3,652
29,000 9,666 9,666 9,668 20,627 6,875 6,875 6,877 8,373

保育所 20,800 17,784 3,016
認定こども園 8,200 2,843 5,357

4 39,361 13,120 13,120 13,121 38,409 12,803 12,803 12,803 952
5 14,446 4,815 4,815 4,816 13,422 4,815 4,815 3,792 1,024
6 3,780 － － 3,780 4,536 － － 4,536 △ 756
7 4,536 － － 4,536 6,804 － － 6,804 △ 2,268

175,257 54,222 56,357 64,678 170,989 51,896 54,386 64,707 4,268

事業費
財源内訳事業名 増減額

（単位：千円）

財源内訳
事業費

R1当初予算R2当初予算

地域子育て支援拠点事業

障害児保育事業

1

3

合計

延長保育事業

一時預かり事業

発達促進保育事業

放課後児童健全育成事業

病児保育事業（病後児）

6,875 6,875 6,877

4,513 4,513 4,5134,711 4,711 4,712

9,666 9,666 9,668
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【事業目的】

＜保護者負担金＞　世帯の課税状況により負担金が決められており市に納入します。

【補助率】　　　　国1/2　　県1/4

【概要図】

受診

　①養育医療の申請

　福祉医療の委任状提出

⑥一部負担分支払

請求 支払

3 款 2 項 1 目 目名称

⑦養育医療保護者負担請求
（福祉医療の自己負担分を請求）

⑧保護者負担分納付

⑤一部負担分

＜給付内容＞ 　　指定養育医療機関で行う未熟児の入院治療費（保険診療の一部負担金）

　　　　　　  　(県内指定医療機関19か所、長崎大学病院、長崎医療センターの利用が多い)

【事業概要】

　　　　 　ので、保護者は医療機関への医療費の支払いはありません。

（単位：千円）

引き続き実施予定

平成２５年度～事  業  期  間

上記事業概要と同じ

＜対象者＞　 　　医師が入院養育を必要と認めた未熟児

養育のため入院治療が必要な未熟児に対して、その治療に要する医療費を給付すること

　により、乳児の健やかな育成を図ります。

県  費

165万7

事    業    名
【継続】

58万5391万3

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

未熟児養育医療給付事業

一 般 財 源そ の 他国  費

P137
4.子育てにやさしいまちづくり

当初予算書

こども課

来 年 度 以 降

82万8

地 方 債

84万3

総 事 業 費

科 目 児童福祉総務費

医療の給付

④
支
払

県内19医療機関

＜給付方法＞ 　 【現物給付】市が保険診療の一部負担金（2割）を医療機関へ全額支払うも

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度

上記事業概要と同じ

③
請
求
（

総
医
療
費
）

　②医療券交付

⑨助成分の請求及び受領

（2割）請求

保険者負担分

指定養育医療機関 未熟児保護者

国保連合会、
社会保険診療報酬支払基
金

市

国（１/２）・県（１/４）
保険者
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【事業目的】 　乳幼児を養育している保護者に対し、第２子目からおむつ等の購入費用を

助成することで子育て家庭の経済的負担を軽減し、本市で多くの子どもたちを

産み育てられる環境の向上を図ります。

【事業概要】 市が指定する販売店で使用できる「すこやか赤ちゃん券」を支給します。

【対象者】 次の条件をいずれも満たす人

【支給額】

【取扱店】 取扱店登録をした市内の店舗数は２０店舗

【対象商品】

　～事業スキーム～

3 款 2 項 1 目 目名称

（単位：千円）

引き続き実施予定

平成２５年度～事  業  期  間

上記事業概要と同じ

事    業    名
【継続】

1,362万7

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

すこやか赤ちゃん支援事業

137P
4.子育てにやさしいまちづくり

当初予算書

こども課

来 年 度 以 降

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費

1,360万0

地 方 債

2万7

前 年 度 ま で 今   年   度

上記事業概要と同じ

総 事 業 費

事
業
計
画

科 目 児童福祉総務費

①市内に住所を有し、かつ居住している人
②満２歳未満の第２子以降の子どもと同居し、養育している人
（２歳になる誕生月の前月までが対象）
※支給対象児の第２子以降の判定については、満１８歳到達後の最初の
３月３１日までの間にある児童の中で、数えるものとします。

第２子・・・・月額 2,000円分の購入券（年額 24,000円）
第３子以降・・１人につき月額3,000円分の購入券（年額 36,000円）
（出生時に０歳分を支給し、満１歳の誕生月に１歳分を支給する。）

おむつ関連用品 紙・布おむつ、おむつカバー、おしりふき　等
授乳関連用品 粉ミルク、哺乳瓶、搾乳機　等
離乳食関連用品 離乳食、食器、保存ケース　等

保護者

市

販売店

（協力店）

②すこやか赤ちゃん券を支給

⑥支払

⑤１か月分のすこやか赤ちゃん券
を取りまとめて市へ請求 （請求
書・使用済券）

④対象商品（おむつ等）の購入

③代金の一部としてすこやか赤ちゃん券を使用

①出生・１歳到達時に申請
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【事業目的】

3 款 2 項 2 目 目名称

当 初 予 算 額

事
業
計
画

（単位：千円）

引き続き実施予定

事  業  期  間

上記事業概要と同じ

5,699万5

地 方 債

7億6,645万5

　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

子どものための教育・保育給付費

こども課

来 年 度 以 降

〇１号認定（教育）　全国統一費用部分　73.4％　　国 １／２、県 １／４、市 １／４
　　　　　　　　　　地方単独負担部分　26.6％　　　　　　 　県 １／２、市 １／２
〇２号認定（保育）　　　　　　　　　　　　　　　国 １／２、県 １／４、市 １／４
　３号認定（保育）　子ども子育て拠出金から10.4％を充当。
　　　　　　　　　　残りの89.6％を　 　　　　　 国 １／２、県 １／４、市 １／４

24億7,345万2

137P
4.子育てにやさしいまちづくり

当初予算書

事    業    名
【継続】

児童措置費

　子ども・子育て支援新制度により、保育所、幼稚園、認定こども園への財政支援を行
うものです。

【負担割合】

前 年 度 ま で

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費

11億7,124万1 4億7,876万1

総 事 業 費

今   年   度

上記事業概要と同じ

科 目

保育所(私立） 認定こども園 （単位：円）

施設名 給付費 施設名
認定
区分

経費総額
a

保育料
（園収入）

b

給付費
a-b

給付費計
（教育+保育）

白山保育園 79,970,470 教育 23,304,350 0 23,304,350

浦田保育園 52,200,930 保育 80,459,900 3,860,210 76,599,690

おさなご園 94,354,790 教育 5,776,420 0 5,776,420

こひつじ保育園 82,455,530 保育 72,564,080 1,862,730 70,701,350

たけしま保育園 97,673,240 教育 33,690,140 0 33,690,140

わかくさ園保育所 98,063,080 保育 85,776,820 4,232,520 81,544,300

愛児保育園 91,828,930 教育 17,718,400 0 17,718,400

安徳保育園 110,635,510 保育 86,488,490 2,323,690 84,164,800

桜花保育園 66,419,380 教育 43,610,300 0 43,610,300

山寺保育園 81,864,710 保育 94,107,830 4,265,620 89,842,210

寺町保育園 54,854,540 教育 27,300,270 0 27,300,270

春陽保育園 127,764,750 保育 109,914,760 4,063,500 105,851,260

中木場保育園 93,858,780 教育 8,734,030 0 8,734,030

美祢保育園 29,985,580 保育 38,065,690 2,751,550 35,314,140

みやま保育園 65,118,730 教育 160,133,910 . 160,133,910

向陵保育園 80,409,640 保育 567,377,570 23,359,820 544,017,750

東向保育園 56,329,300

心香保育園 125,545,570

誓願幼児園 95,810,800 教育 143

恵祥保育園 82,032,260 保育 386

市外 102,123,560 保育所（私立） 保育 1,476

私立計 1,769,300,080 2,005

ありあけ幼稚園 99,904,040

勝光幼稚園 76,477,770

ひかわ第一幼稚園 115,234,440

清華こども園 101,883,200

島原幼稚園 133,452,510

みどり保育園 133,151,530

市外 44,048,170

計 704,151,660

合計
認定
区分

入所児童数
(市民)

給付費

認定こども園
160,133,910

544,017,750

1,769,300,080

計 2,473,451,740
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3 款 2 項 2 目 目名称科 目 児童措置費

総 事 業 費

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度

上記事業概要と同じ

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費

4億7,711万2 1億554万4

地 方 債

1億554万4

137P
4.子育てにやさしいまちづくり

当初予算書

こども課

来 年 度 以 降

事    業    名
【継続】

6億8,820万0

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

児童手当等給付費
（単位：千円）

引続き実施予定

事  業  期  間

上記事業概要と同じ

※ 支給月は、６月・１０月・２月の年３回支給

限度額未満の世帯 限度額以上の世帯

３歳未満（一律） １５，０００円

３歳以上小学校修了まで
（第１子・第２子）

１０，０００円

３歳以上小学校修了まで
（第３子以降）

１５，０００円

中学生（一律） １０，０００円

児
童
一
人
あ
た
り
の
支
給
月
額

対象児童
所得制限

【特例給付】
一律５，０００円

１／６ １／６

１／６

 所得制限以上世帯 ４／６

 中学生 ４／６ １／６

 第3子以降 ４／６ １／６ １／６
 ３歳以上～小学校修了前

 第1子・第2子 ４／６ １／６ １／６

 非被用者 ４／６ １／６ １／６
 ０歳～３歳未満

 被用者 ３７／４５ ４／４５ ４／４５

支給対象児童 国 県 市

【事業目的】
児童を養育している者に児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定に

寄与するとともに、次代の社会を担う児童のすこやかな育ちに寄与することを目的として
います。

【事業内容】
中学校修了までの児童を監護し、かつ、一定の生計関係を有する場合、その父母又は

養育者に児童手当を支給します。（月額は以下のとおり）

【負担割合】
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3 款 2 項 2 目 目名称科 目 児童措置費

今   年   度

上記事業概要と同じ
【R1.11月支給（8月～11月
分）から隔月支給に変更】

総 事 業 費

事
業
計
画

前 年 度 ま で

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費

8,252万0

地 方 債

1億6,504万2

137P
4.子育てにやさしいまちづくり

当初予算書

こども課

来 年 度 以 降

事    業    名
【継続】

2億4,756万2

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

児童扶養手当給付費
（単位：千円）

引続き実施予定
【隔月支給（年6回）】

事  業  期  間

引続き実施予定
【支給が隔月支給（年6回）

に変更】

【事業目的】
父母の離婚などにより、父または母と生計を同じくしていない児童が育成されるひとり

親家庭の生活の安定と自立を支援するため、児童扶養手当を支給し、児童が心身ともに健
やかに成長できるよう、児童の福祉の増進を図ります。

【事業概要】
（１）支給対象者
次の条件にあてはまる１８歳到達後最初の３月３１日までにある者（一定の障害を有す

る場合は２０歳未満）を監護している父、母または養育者に支給します。

①父母が離婚した子
②父または母が死亡した子
③父または母が重度の障害にある子
④父または母の生死が明らかでない
⑤父または母から１年以上遺棄されている子
⑥父または母が裁判所からのＤＶ保護命令を受けている子
⑦父または母が１年以上拘禁されている子
⑧母が婚姻しないで生まれた子

（２）支給額
受給資格者等の所得に応じて、手当の一部又は全部の支給が制限されます。

（３）支給月
令和元年１１月支給（８月～１０月分）から隔月支給に変更になったため
令和２年度から５月、７月、９月、１１月、１月、３月の年６回支給。

※負担割合 国１／３ 市２／３

６，０１０円～３，０１０円

一部支給（月額）
※所得に応じて決定

児童１人のとき ４２，５００円 ４２，４９０円～１０，０３０円

児童２人のとき １０，０４０円 １０，０３０円～５，０２０円

区　分 全部支給（月額）

児童３人以上のとき
（児童１人につき）

６，０２０円
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【事業目的】

【事業概要】

【イメージ図】

3 款 2 項 2 目 目名称

　保育所や認定こども園に入所している３歳以上の子ども（ただし、国が副食費の免除対
象者とした子どもを除く）の副食費を１人当たり月4,500円を上限に認可保育施設に対し
て助成し、保護者負担の軽減を行います。

4.子育てにやさしいまちづくり
当初予算書

137P

事    業    名
【継続・人口減少対策】

保育所等副食費助成事業

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　 （単位：千円）

国  費 県  費 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

3,888万0 3,060万0 828万0

事  業  期  間 令和元年度～ 総 事 業 費

　令和元年10月から始まる幼児教育・保育の無償化に伴い、保護者負担が発生する
副食費について助成を行い、子育て世帯の経済的負担の軽減を図ります。

科 目 児童措置費 こども課

事
業
計
画

前 年 度 ま で 今   年   度 来 年 度 以 降

令和元年10月から実施 上記事業概要と同じ 引続き実施予定

主食費（米など）・行
事費など実費分の支払
い

副食費（月4,500円
を上限）を免除

副食費免除分の請求

副食費免除分を助成

保護者

保育所・認定こども園 市
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【事業目的】

3 款 3 項 2 目 目名称

・生活保護法に基づき、生活に困窮するすべての市民に対し、その困窮の程度に
　応じ必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を
　助長します。

（単位：千円）

上記事業概要と同じ

事  業  期  間

上記事業概要と同じ

事    業    名
【継続】

8億3,537万0

当 初 予 算 額
　　　　　　　財 　 源　  内 　 訳　

生活保護事業（扶助費）

147P
5.高齢者や障害者などを思いやる福祉の充実

当初予算書

福祉課

来 年 度 以 降
事
業
計
画

一 般 財 源そ の 他国  費 県  費

6億2,465万2 2,520万0

地 方 債

1億8,551万8

上記事業概要と同じ

【事業概要】

※ 救護施設とは、身体や精神に障害があり、経済的な問題を含めて日常生活を営
むことが困難な人が、健康で安心して生活するための施設

総 事 業 費

前 年 度 ま で 今   年   度

科 目 扶助費

入学準備給付金
保護世帯の子供の自立を助長するた
めに大学等への進学を支援

30万0

合　計 8億3,537万0

（単位：千円）

介護扶助 介護サービスを受けるための費用 2,500万0

施設事務費 ※救護施設事務費 300万0

生業扶助
仕事に就くための費用、高校に就学
するための費用

200万0

葬祭扶助 葬祭の費用 140万0

医療扶助
病気やけがの治療のため、診察、薬
剤などにかかる費用

5億2,000万0

出産扶助 出産のための費用 42万0

2億400万0

住宅扶助 家賃、地代や住宅の補修などの費用 7,700万0

教育扶助
学用品、学級費、教材費、給食費
など義務教育にかかる費用

200万0

就労自立給付金
安定した職業につき保護を要しなく
なった世帯に対する給付金

25万0

扶助等の種類 内　　　容 予算額

生活扶助
生活に必要な食費や光熱水費などの
費用
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